１．制度全般

１－１　改正の必要性

「国民の知る権利」を保障する観点に立って、行政の透明性を徹底するために不開示文書の範囲を極力制限すべきである（法5条関係）。また、情報公開・個人情報保護審査会の構成員の選定については、在野精神が旺盛な人材を登用すべきである。選定にあたっては公募方式も検討すべきである。

１－２　現行制度全般の意見
例えば、税務調査に関連する情報の開示請求をした場合、法律第5条6号イに該当するとし、「当該行政文書は、調査手法等を記載したものであり、これを公にすることにより、調査に関して予見可能性を与えるおそれがある。このことは、税務調査に関し、正確な事実等の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれがあるものに該当することから不開示とした。」という、あたかも国民性悪説にもとづいた画一的理由で常に不開示とされている。

しかし、同条同号は、「当該事務または事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」を規定しているが、これは、「適正な」遂行と明示して、開示のもたらす支障のみならず、開示のもたらす利益も比較衡量しなければならないことを要請するものであるにもかかわらず、法律上の明文規定がないため、一般的に本号は、行政機関に広範な裁量を与えたものとなっている。

２．改正の方向性

２－１　開示対象の拡大・明確化

「国等における審議・検討等に関する情報で、それを公にすることにより、『不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれ」がある情報についても、行政機関の裁量が大きく入る余地があるため、原則開示とすべき』」との意見に大賛成である。「一般企業等が行政機関等に公にしないとの条件で任意に提出した情報も原則として開示対象とするべき」とする意見に対しては、信義則に反することとなるため開示対象とすべきでない。
２－２　開示の迅速化・強化の必要性

「開示請求・実施にかかる手数料を原則廃止する」との意見については、権利の濫用を防止する視点、行政経費の一部負担の観点から賛成できない。

２－３　事後救済制度の強化
司法救済手続は、請求人の金銭的負担が重く、また、時間がかかり請求者が泣き寝入りすることがあるため、司法救済の前に、行政救済手続を充実させるべきである。

不開示文書を制限する法律改正とともに、審査会委員の選任の公正性の確保及び審査会の審理における当事者の意見陳述権や代理人の権利などが無条件で保障されるべきである。
３．その他

「国民の知る権利」を保障する観点に立って、不開示文書の制限（厳格化）に関する法改正を是非とも実現するよう強く要望したい。
